
 

令和７年度 福井県こども・子育て応援会議 次第 

（書面開催） 

 
 

≪ 議 題 ≫ 

  （１）「福井県こども・子育て応援計画」の概要および令和７年度事業について 

      参照：資料１～３ 

  （２）ふく育推進チームの活動状況について 

      参照：資料４ 

（一部資料調整あり）      

（３）「福井県こども・子育て応援計画」の一部改訂について 

    参照：資料５ 

（４）「福井県こども・子育て応援計画」に関する取組について 

    参照：資料６ 

  

【会議資料】 
 資料１ 「福井県こども・子育て応援計画」（概要） 

 資料２ 事業一覧 

 資料３ 令和７年度主要施策 

 資料４ ふく育推進チームの活動状況 

 資料５ 「福井県こども・子育て応援計画」の一部改訂について 

 資料６ 福井県こども・子育て応援計画に関する取組について 

（参考）福井県こども・子育て応援計画（リーフレット版） 

（参考）福井県こども・子育て応援計画（やさしい版） 

（参考）福井県こども・若者政策マインド 

 

 



「福井県こども・子育て応援計画」 概要

４ 政策モデルと最重点プロジェクト

Ⅰ ふく育安心モデル

一人ひとりに寄り添い、誰も取り残されない社会

【最重点プロジェクト】

■ こどもの安全・安心を確保

○ひとり親や多胎児、医療的ケア児など様々な
家庭環境におかれたこども・若者に寄り添った
支援

○安心できる多様な居場所づくりへの支援

■ 安心の子育て環境を確保

○保育人材確保と教育・保育の質の向上

○様々な家庭の子育てをきめ細かに支える
「ふく育さん」・「ふく育タクシー」や
「すみずみ子育てサポート事業」の充実

○産後訪問やこども食堂を介した見守り活動な
ど、アウトリーチ型支援の実施

〇必要な情報を適切なタイミングで届ける仕組
みづくり

Ⅱ ふく育希望モデル

一人ひとりの夢や希望が叶い、幸せを実感できる社会

【最重点プロジェクト】

■ こども・若者の夢や希望を応援

○若者の恋愛気運の醸成・出会いの機会の拡充

○こども・若者や子育て世代への伴走的な支援
に取り組む団体への応援

■ こども・子育ての幸せ実感を実現

○将来の妊娠のための健康管理（プレコンセ
プションケア）からスタートする「ゆりかご
から巣立ちまで」の切れ目ない支援の推進

Ⅲ ふく育共感モデル

子育ての“よろこび”が育まれ、広がっていく社会

【最重点プロジェクト】

■ 社会全体でこども・子育てを応援

○市民主体のこども・子育て応援イベントの
つなぎや情報発信の応援

○時短勤務や男性育休など多様な働き方の拡
大により、誰もが仕事と家庭を両立できる
社会の実現

○こども・若者目線での政策形成機運の醸成

■ 子育てのワクワク感を増大

○こどもたちがいつでも楽しめる全天候型遊
び場を全市町で整備

○福井県児童科学館等の「ふく育県」シンボ
ルとしてのあり方を検討

子育ての幸せや楽しさが実感できる社会の実現に向け、全てのこども・若者の社会参画

や権利擁護を図りながら、子育て当事者も含めて一人ひとりの多様な夢や希望を社会全

体で応援する風土を醸成し、支援団体や関係機関、市町等と協働して、こども・子育て施

策を総合的に推進する。

１ 趣 旨

２ 計画期間 令和７年度から令和１１年度 （５年間）

一人ひとりの 安心と希望を追求し、共感を拡げていく ＼３つの「ふく育モデル」 ／

【ふく育モデルの体系】

３ 基本理念

こども・子育ての“よろこび”を

次世代につなぐ「ふく育県」へ

家庭や地域のつながりを大切にする福井らしい子育て環境を基盤とし、こども・若者や子育て
世代一人ひとりの多様な夢や希望が叶う社会の実現を図ることにより、社会全体でこどもの

“よろこび”･子育ての“よろこび”を分かち合い、次世代につないでいく「ふく育県」を目指す

【総合評価】

評価項目 現状 ( R 5 ) 目標 ( R 1 1 )

ふく育県の評価 72.8％ 現状値以上

将来こどもを持ちたいと考えている県民の割合 40.7％ 60.0％

資料１



Ⅰ－１ こどもの安全・安心を確保

【こども・若者主体の社会づくり】
○こどもの教育・養育の現場におけるこどもの権利等に関する理解促進と意見聴取の推進

●こどもが行きたくなる学校づくりなど「誰一人取り残されず、個性が尊重される学び」の推進

★●こどもの安全安心のための見守り活動の推進 など

【一人ひとりの環境に寄り添った支援の充実】
★●養育に困難を抱える家庭への支援を拡充し、児童虐待防止等の取組みを強化

★●ヤングケアラーなどが生きづらさを抱えたときに集える相談・居場所拠点の確保

●生活困窮世帯やひとり親家庭児童への学習・生活支援の充実

★●親を頼ることができないこどもたちの家庭的で安定した生活環境の場の確保

★○入所児童の退所後を見据えた自立支援と退所後も支え合えるネットワークの構築

★○青少年の非行防止活動と有害環境対策などによる健全育成の推進 など

【こどもを支える体制の強化と分野を超えた連携】
★●放課後児童クラブ、放課後等デイサービス事業所など、家庭でも学校でもない

多様な居場所づくりへの支援

●ひとり親、多胎児、発達障がいや医療的ケアなど様々な家庭環境に応じた支援の充実

●児童相談所、市町、施設等こどもに関わる支援者の研修・交流拠点の設置

★○介護、障がい、子育て、生活困窮などの支援機関が連携した協働支援体制の構築

○母子保健・児童福祉の一体的相談支援を担う「こども家庭センター」の活用

●外国にルーツを持つ児童生徒等に対する生活支援や相談体制の強化 など

「福井県こども・子育て応援計画」 施策の方向性
★こどもの意見反映
●新規・拡充等重点的に取組む施策
○継続して取組む施策

あらゆる環境におかれたこどもや若者が取り残されないきめ細かな支援を実施し、分野を超えて互いを理解、尊重し合う

社会を目指す

Ⅲ 子育ての“よろこび“が育まれ、さらに広がっていく「ふく育共感モデル」の実現
子育てを応援する福井への愛着が地域全体に浸透し、こどもをもつことや子育てのよろこびが大きく育まれ、

共感し合う社会を目指す

Ⅱ 一人ひとりの夢や希望が叶い、幸せを実感できる「ふく育希望モデル」の実現 一人ひとりの夢や希望を応援する風土を醸成し、こどもをもつことや子育ての幸せを実感できる社会を目指す

Ⅰ 一人ひとりに寄り添い、誰も取り残されない「ふく育安心モデル」の実現

Ⅲ－１ 社会全体でこども・子育てを応援

【みんなで支えるこども・子育て応援社会づくり】
★●地域の様々な主体が参加する見守りネットワークの構築
●民生・児童委員やアクティブシニア層、外国人県民など地域の担い手による活動支援
★●男性育休が当たり前となり、誰もが仕事と家庭を両立できる社会づくり
★●時短勤務やテレワークなど、多様な働き方を実践する社員ファースト企業の拡大
●企業等と行政が連携し、社会全体で子育て世帯を応援する環境づくり
●「こども・若者政策マインド」を県内に広げ、こども・若者目線での政策立案・実行を強化 など

Ⅲ－２ 子育てのワクワク感を増大

【家族で子育てを楽しむ風土づくり】
★●こどもたちの健やかな育ちを支える全天候型遊び場等の整備推進

★●夫婦や家族で家事・育児を楽しむ「共家事」の普及拡大

★○親子のふれあいや親学びを通して家庭の教育力向上を支援 など

Ⅱ－１ こども・若者の夢や希望を応援

【人生の希望を叶える社会づくり】

★●自分の将来や生き方を考える機会を広く提供する「ライフデザイン教育」の推進

★●地域の特性を活かした体験学習や職業教育の充実

★●こども・若者が将来への夢や希望を見いだす活動を応援

○自己の適正と能力に応じた職業能力開発の機会確保と就労支援

★●若者の恋愛気運の醸成・出会いの機会の拡充 など

Ⅰ－２ 安心の子育て環境を確保

【子育てのサポート体制を充実】
●様々な子育てのニーズをサポートする「ふく育さん」・「ふく育タクシー」の利用支援

●一時預かりや子育て世帯の家事支援を行う「すみずみ子育てサポート事業」の充実

★○「放課後児童クラブ」の人材確保や事業運営を支援し、安心・安全な活動環境を実現

●こども食堂等と連携したアウトリーチ型の見守り体制の構築

●待機児童ゼロを維持するための保育人材確保と教育・保育の質の向上

○就労要件を問わず柔軟に利用できる新たな通園制度の実施

○こどもの豊かな育ちを支える保育者の仕事魅力発信 など

【当事者に確実に届く情報発信】
●子育て支援策や母子保健等に関する情報の集約・発信アプリなど子育て支援ＤＸの推進

★●施策の利用シーンなどを分かりやすく伝える当事者目線での広報展開 など

Ⅱ－２ こども・子育ての幸せ実感を実現

【「ゆりかごから巣立ちまで」切れ目のない支援の実現】
●将来の妊娠のための健康管理（プレコンセプションケア）の実施

●日本一の不妊治療支援、市町や関係機関と連携した母子保健の充実

★●保育料無償化や高校・大学の授業料支援等による日本一の“ふく育”応援 など

【楽しさやよろこびが感じられる子育て観の醸成】

●こども・子育てへの前向きなイメージを醸成するキャンペーンの展開

★●市民主体の“ふく育”イベントをつなぐ情報発信の応援

★●福井県児童科学館・福井県こども家族館の「ふく育県」シンボルとしてのあり方を検討

★●小・中・高校生を対象に乳幼児と触れ合う機会を創出 など

評 価 項 目 現 状 ( R 5 ) 目 標 ( R 1 1 )

男性の育児休業取得率 31.4％ 85.0％

「社員ファースト企業」宣言企業数 521社 1,500社

乳幼児ふれあい事業の参加人数 3,168人 5,500人

子育てに「楽しみや喜び」のイメージを持っている県民の割合 44.2％ 60.0％

評 価 項 目 現 状 ( R 5 ) 目 標 ( R 1 1 )

県・市町の結婚応援事業をきっかけとする婚姻件数 109件 200件

産後ケア事業を受けた人数（延べ） 1,541人日 3,100人日

将来の夢や希望（目標）を持っている児童生徒の割合 (中学校)68.9％ (中学校) 80.0％

評 価 項 目 現 状 ( R 5 ) 目 標 ( R 1 1 )

保育所等の待機児童 0人 0人

一時預かりの平均利用回数 ※保育園等や放課後児童クラブ利用者を除く対象のこども一人当たり 5.2回 6.5回

障害福祉サービス等を利用している医療的ケア児数 91人 110人

夕方見守り運動協力店（企業・団体等） 1,684店舗 2,000店舗

里親委託率 22.9％ 42.0％

「住んでいる地域に自分の居場所がある」と感じている若者の割合 50.8％ 65.0％

※

※

※一部、Ｒ６の調査結果を含む

※一部、Ｒ６の調査結果を含む



【参考】福井県こども・子育て応援計画における施策一覧

「ふく育安心モデル」
大項目　Ⅰ－１ こどもの安全・安心を確保

中項目　こども・若者主体の社会づくり
小項目　こどもの教育・養育の現場におけるこどもの権利等に関する理解促進と意見聴取の推進

こどもの権利擁護環境整備事業 R6
施設入所児童に対し意見表明支援員による意見形成、意見表明支
援等を実施

児童家庭課

人権啓発フェスティバル開催事業 H12
地域住民に密着した人権啓発を実施することにより、人権尊重思想
の普及啓発を図る

地域福祉課

小項目　こどもが行きたくなる学校づくりなど「誰一人取り残されず、個性が尊重される学び」の推進

不登校対策支援事業 H13
スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置や校内サ
ポートルームの設置等により、不登校の未然防止や早期発見・早期
解決を図る

教職員課
高校教育課
義務教育課

小項目　こどもや若者に寄り添う活動に取り組む団体の応援

こども・子育て伴走応援事業 R7

こども・子育てに関する自主活動に取組む団体活動を応援
・こども目線の自主的な挑戦を応援
・こども・若者や子育て世代への伴走活動（こども・子育てへの同じ
悩みを抱える当事者団体の自主活動も含む）を応援

こども未来課

社会的養護当事者（ケアリーバー等）団
体活動支援事業

R7
当事者団体自身が行う、社会的養護経験者間のネットワーク化や情
報交換、ピアサポート、意見表明等の活動を支援

児童家庭課

小項目　こどもの安全安心のための見守り活動の推進

子ども安心見守り推進事業 H17

各小中学校区の見守り隊に対し、必要な資機材購入の補助をするこ
とにより、こどもの安全確保活動の充実を図るとともに、地域の
人々へ「夕方見守り運動」と、企業団体にも「ながら見守り活動」を
普及させることで、地域全体で、こどもを狙う犯罪が起こりにくい
環境づくりを推進する。

県民安全課

中項目　一人ひとりの環境に寄り添った支援の充実
小項目　養育に困難を抱える家庭への支援を拡充し、児童虐待防止等の取組を強化

家庭支援事業（子ども・子育て支援交
付金）

R6
子育て訪問支援事業、児童育成支援拠点事業、親子関係形成事業
の実施

児童家庭課

妊産婦等生活援助事業 R7
家庭生活に困難を抱えて支援に繋がっていない妊婦や特定妊婦、
出産後の母子等の生活支援、自立支援

児童家庭課

小項目　ヤングケアラーや不登校など不安を抱える家庭への支援の充実とこどもたちが集える居場所の確保

ヤングケアラー支援事業 R4

ヤングケアラー・コーディネーターの配置、居場所の提供を実施。ま
た、ヤングケアラーが参加するサロン・ピアサポートの実施、ヤング
ケアラーがいる家庭等の居宅を支援員が訪問し、悩みの傾聴や家
事・育児等の支援を実施

児童家庭課

家庭支援事業（子ども・子育て支援交
付金）

R6
子育て訪問支援事業、児童育成支援拠点事業、親子関係形成事業
の実施

児童家庭課

小項目　生活困窮世帯やひとり親家庭児童への学習・生活支援の充実

ひとり親家庭等習い事支援・大学受験
料等支援事業

R5 ひとり親家庭の子の習い事や大学受験料等の財政的支援、 児童家庭課

ひとり親家庭ライフプランセミナー R5 自立に向けたキャリアアップのための講習会やイベントの開催 児童家庭課

生活困窮者あんしんサポート事業 R4
各種支援制度や相談窓口の周知、相談に来た人の生活を一時的に
支援するため、支援物資を相談支援機関に配備

地域福祉課

小項目　親を頼ることができないこどもたちの家庭的で安定した生活環境の場の確保
児童入所施設措置費 S23 施設等入所児童、里親委託児童の養育のための委託費 児童家庭課

児童入所施設措置費（入所施設以外） R6 里親支援センター運営費、児童家庭支援センター指導委託費等 児童家庭課

児童福祉施設等施設整備事業 H20
児童養護施設等の小規模かつ地域分散化による「できる限り良好
な家庭的環境」での養育を進めるため、児童養護施設等の整備・改
修費を補助

児童家庭課

小項目　入所児童の退所後を見据えた自立支援と退所後も支え合えるネットワークの構築

（再掲）児童入所施設措置費 S23
家庭養育優先原則の下、施設での養育を必要とするこどもの行き
場がなくなることのないよう、十分な施設定員を確保するための施
設運営

児童家庭課

（再掲）児童入所施設措置費（入所施設
以外）

R6
里親支援センターの設置運営、こども家庭センターの措置、指導委
託にかかる経費の負担金

児童家庭課

社会的養護自立支援拠点事業 R5
施設等退所者や虐待経験がありながらこれまで公的支援につなが
らなかった者への相談や居場所支援

児童家庭課

担当課
施策の

事業（制度）名
事業開始

年度
事業概要

資料２



小項目　青少年の非行防止活動と有害環境対策などによる健全育成の推進

青少年愛護センター補助事業 S43
市町が設置する青少年愛護センターの実施する、街頭補導、環境浄
化、非行防止・健全育成啓発等の事業に対し助成を行い、青少年の
非行防止と健全育成を図る。

県民安全課

少年警察協助員活動 -
地域ぐるみの非行防止対策を推進している少年指導委員および少
年警察協助員による各種活動（幼稚園・保育園児を対象とした犯罪
被害防止の啓発、少年警察協助員による街頭補導活動、啓発活動）

警察本部 人身安全・少年課

家庭の教育力向上事業 H28
インターネットの適正利用、生活習慣、いじめの早期発見等をテーマ
とした家庭教育通信を発行し、家庭教育の重要性を保護者に啓発

義務教育課

小項目　思春期の保健対策の強化
薬物乱用防止指導強化事業 H10 薬物乱用防止指導員への研修会開催 医薬食品・ 衛生課

地域自殺対策強化事業 H30 高校生のメンタルヘルスセミナーの開催 障がい福祉課

感染症予防対策事業 H11
感染症に関するパンフレットを学校に配布し、正しい知識の普及啓
発

保健予防課

中項目　こどもを支える体制の強化と分野を超えた連携
小項目　放課後児童クラブ、放課後デイサービス事業所など家庭でも学校でもない多様な居場所づくりへの支援

高校内居場所カフェ事業 R5 学校内に放課後等の「こども第三の居場所」となるカフェを設置 児童家庭課

医療的ケア児者等と家族のための在
宅生活サポート事業

H27

医療的ケアが必要な重症心身障がい児者を介護する家族の精神
的・身体的負担を軽減するため、医療的ケアが必要な重症心身障が
い児者を受け入れる事業所に対して、補助金を交付し、さらに支援
体制を充実させる。

障がい福祉課

重度化対応施設整備等補助金 R6
重度障がい児者の受入れを促進し、現場職員の負担軽減のため、医
療的ケア児や強度行動障害児等を受入れる事業所に対し、支援環
境の整備に要する費用を補助する。

障がい福祉課

（再掲）こども・子育て伴走応援事業 R7

こども・子育てに関する自主活動に取組む団体活動を応援
・こども目線の自主的な挑戦を応援
・こども・若者や子育て世代への伴走活動（こども・子育てへの同じ
悩みを抱える当事者団体の自主活動も含む）を応援

こども未来課

小項目　様々な家庭環境（ひとり親家庭や多胎児、医療的ケアなどを育てる家庭）に応じた支援の充実

（再掲）医療的ケア児者等と家族のた
めの在宅生活サポート事業

H27

医療的ケアが必要な重症心身障がい児者を介護する家族の精神
的・身体的負担を軽減するため、医療的ケアが必要な重症心身障が
い児者を受け入れる事業所に対して、補助金を交付し、さらに支援
体制を充実させる。

障がい福祉課

（再掲）重度化対応施設整備等補助金 R6
重度障がい児者の受入れを促進し、現場職員の負担軽減のため、医
療的ケア児や強度行動障害児等を受入れる事業所に対し、支援環
境の整備に要する費用を補助する。

障がい福祉課

「ふく育サービス」利用支援事業 R5
「ふく育サービス」（「ふく育さん」と「ふく育タクシー」の総称）の利便
性を向上させ、子育て世帯への浸透を図るとともに、育児負担の大
きな世帯がよりサービスを使いやすくなるよう支援

こども未来課

小項目　障がいや発達の特性に合わせた切れ目ない支援・サービスの充実

小児療育体制確保事業 H17

・地域における障がい児支援体制の整備・強化を進めるため、こど
も療育センターの多職種チームが、市町や事業所、学校等を訪問し、
従業者に対する療育相談・指導を実施
・療育に携わる事業所や病院等の従事者の資質向上のため、こども
療育センターが、こどもの発達特性に応じたアセスメント等に関す
る研修会を開催
・地域の家族支援体制の整備を図るため、療育拠点病院が家族支援
プログラムを実施する経費を支援

障がい福祉課

発達障がい児（者）支援センター運営事業 H18 発達障がい児（者）および家族等に対する相談,就労支援を実施 障がい福祉課

こども療育センター施設管理運営費 -
医療、福祉および教育の多元的アプローチによる心身障がい児の
早期発見と、療育相談、指導訓練により、心身障がい児の社会参加
を支援

障がい福祉課

保育カウンセラー配置事業 H22 市町に保育カウンセラーを配置し、保育所等への巡回相談等を実施 児童家庭課

小項目　幼児教育・保育と小学校教育の円滑な接続 

幼児教育支援事業 H25

幼児教育相談員配置事業
幼児教育指導力向上事業
・幼児教育のリーダーの養成
・幼小接続カリキュラムに基づく教育の推進(幼小接続講座年４回実
施、全ての園、全ての小学校、市町担当課と架け橋カリキュラム研
修会を実施）

義務教育課



小項目　小児医療の体制充実および慢性疾病・難病を抱えるこども・若者への支援
＃８０００子ども医療電話相談事業 H17 夜間・休日のこどもの急病に対して看護師による電話相談の実施 地域医療課

小児慢性特定疾病医療費助成事業 S43
小児慢性特定疾病にかかっている児童の医療費の負担軽減を図る
ため、医療費の自己負担分の一部を助成

保健予防課

小児慢性特定疾病児童等自立支援事業 H27 小児慢性特定疾病児童自立支援相談所の設置、自立支援相談員の配置 保健予防課

こどもホスピス支援モデル事業 R7

県内のＬＴＣにあるこどもの課題や地域型こどもホスピスとの支援
連携の方策について、協議会等を開催し検討。県内のLTCにあるこ
どもの人数と、その家族を含めた実態や支援ニーズ等の調査を実
施。ＬＴＣにあるこどもの遊びの支援、学びの支援、こども同士の交
流、生活全般の支援、およびきょうだい児支援、グリーフ・ケアなど
の家族支援等のプログラムを実施する民間団体等（地域型こどもホ
スピス）に対して支援を実施。

保健予防課

小項目　児童相談所、市町、施設等こどもに関わる支援者の研修・交流拠点の設置

児童相談対応職員資質向上研修事業 H17
地域の児童虐待対応の中核を担う市町職員や児童相談所職員等を
対象とした体系的な研修を実施

児童家庭課

こども家庭ソーシャルワーカー取得促
進事業

R6 市町や施設等のこども家庭ソーシャルワーカー資格の取得を支援 児童家庭課

小項目　介護、障がい、子育て、生活困窮などの支援機関が連携した協働支援体制の構築

重層的体制支援整備事業 R3
市町において、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応す
る包括的な支援体制を構築

地域福祉課

小項目　母子保健・児童福祉の一体的相談支援を担う「こども家庭センター」の活用

子ども・子育て支援交付金事業（利用
者支援事業）

-

全ての妊産婦、子育て家庭、こどもへ一体的に相談支援を行う機能
を有する機関（こども家庭センター）設置を支援し、妊娠期から出
産・子育てまで、一貫して身近で相談に応じ、様々なニーズに即した
必要な支援につなぐ伴走型相談支援を実施

こども未来課

小項目　外国にルーツを持つ児童生徒等に対する生活支援や相談体制の強化

外国人総合相談体制強化事業 R7
外国人に寄り添ったワンストップ相談体制の強化、プッシュ型外国
人支援の仕組み構築

インバウンド交流課

外国人児童生徒等支援事業 R1
日本語指導が必要な外国人児童・生徒等に対する支援員の配置を
支援

義務教育課

大項目　Ⅰ－２ 安心の子育て環境を確保
中項目　子育てのサポート体制を充実

小項目　様々な家庭をきめ細やかに支える子育てサービスの充実（ふく育さん、ふく育タクシー、すみずみ子育てサポート）

（再掲）「ふく育サービス」利用支援事
業

R5
「ふく育サービス」（「ふく育さん」と「ふく育タクシー」の総称）の利便
性を向上させ、子育て世帯への浸透を図るとともに、育児負担の大
きな世帯がよりサービスを使いやすくなるよう支援

こども未来課

すみずみ子育てサポート事業
（通常分、妊婦、生後１カ月未満の第１・２子）

H16
冠婚葬祭時などの一時的な子育て支援として、一時預かり・保育所
送迎・家事支援を実施

こども未来課

小項目　「放課後児童クラブ」の人材確保や事業運営を支援し、安心・安全な活動環境を実現
放課後子どもクラブ応援事業 H19 放課後児童クラブおよび放課後子ども教室の運営に対する支援 こども未来課

放課後児童クラブ持続可能な職場づ
くり対策事業

R5
放課後児童クラブの安定的な人材確保のため、就職説明会を実施
し魅力をPRするともに、施設職員のため相談員を派遣

こども未来課

小項目　こども食堂等と連携したアウトリーチ型の見守り体制の構築
支援対象児童等見守り強化事業 R7 こども食堂や市町との連携を図るため、研修会・交流会を開催 児童家庭課

小項目　待機児童ゼロを維持するための保育人材確保と教育・保育の質の向上

保育等の職場づくり総合対策支援事
業

R5

魅力のある職場づくりを推進することで、保育士等が生涯働き続け
ることができる環境を整備し、安定的な保育人材の確保を図る（住
宅手当、転入奨励金、子育て世帯支援手当、保育補助者等の雇上
げ、メンタルケア、ICT）。

児童家庭課

保育士試験対策事業 R7
保育士試験を受験する者が保育士試験に合格するために必要な知
識とスキルを効果的に習得できるよう対策講座を実施し、合格者を
増やし、県内の保育士の増加を図る。

児童家庭課

指定保育士養成施設における志願者
応援事業

R6
新たな保育者を輩出し、将来的な人材確保を図るため、指定保育士
養成施設が行う保育者を目指す学生増に資する取組みに対し支援
を行う。

児童家庭課

小項目　就労要件を問わず柔軟に利用できる新たな通園制度等の実施

乳児等通園支援事業（こども誰でも通
園制度）

R7

全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備する
とともに、全ての子育て家庭に対して、多様な働き方やライフスタイ
ルにかかわらない形での支援を強化するため、現行の幼児教育・保
育給付に加え、月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問
わず時間単位等で柔軟に利用できる新たな通園給付

児童家庭課

小項目　こどもの豊かな育ちを支える保育者の仕事魅力発信

保育士・保育の現場の魅力発信事業 R5
県が、小～高校生、その保護者および潜在保育士に対して、保育の
ネガティブイメージの払拭や魅力の発信を行い、保育者を目指す者
の増加を図る

児童家庭課



中項目　当事者に確実に届く情報発信
小項目　子育て支援策や母子保健等に関する情報の集約・発信アプリなど子育て支援ＤＸの推進

「ふく育」応援事業 R3
子育て支援サイト「ふく育」にて県・市町の垣根を超えた子育てに役
立つ情報を一元的に情報発信する

こども未来課

小項目　施策の利用シーンなどを分かりやすく伝える当事者目線での広報展開

「ふく育」ブランド定着事業 R4

県内の子育て世代を対象に、本県の子育て支援策を周知するとと
もに、これから結婚、出産、子育てを控える若者世代が、こどもを持
つことや子育てに対して抱くポジティブなイメージを醸成するた
め、テレビＣＭやＳＮＳ広告等を実施するほか、子育て応援イベント
を実施

こども未来課

「ふく育希望モデル」
大項目　Ⅱ－１ こども・若者の夢や希望を応援

中項目　人生の希望を叶える社会づくり
小項目　自分の将来や生き方を考える機会を広く提供する「ライフデザイン教育」の推進

ふるさと教育推進事業 R3
児童生徒が自らの地域を探究し、地域の魅力を発信するＣＭを作成
するための活動経費を支援するとともに、県内で活躍する社会人に
よるキャリア講演会を小中学校で実施

義務教育課

ふくい未来人材育成事業 -
県立高校において、福井で活躍する有識者による講演を実施し、福
井の現状と地域の実情を学び、理解を深める機会を提供する「地域
デザイン講座」などを実施

高校教育課

小項目　地域の特性を活かした体験学習や職業教育の充実

ふくいの産業教育推進事業 R3
職業系高校における地域産業・企業を学ぶ県独自の共通科目「ふく
いの産業」の実施

高校教育課

ふくいの食育推進事業 R7

栄養教諭の資質向上のための研修会や小中学校における地場産食
材を活用した「地場産プラスワン給食」による食育を実施すること
により、児童生徒の健康課題の解決を図るとともに、ふるさとの歴
史や文化等を学ぶ「食育」を推進

保健体育課

（再掲）ふるさと教育推進事業 R3
児童生徒が自らの地域を探究し、地域の魅力を発信するＣＭを作成
するための活動経費を支援するとともに、県内で活躍する社会人に
よるキャリア講演会を小中学校で実施

義務教育課

小項目　こども・若者が将来への夢や希望を見いだす活動を応援

（再掲）こども・子育て伴走応援事業 R7

こども・子育てに関する自主活動に取組む団体活動を応援
・こども目線の自主的な挑戦を応援
・こども・若者や子育て世代への伴走活動（こども・子育てへの同じ
悩みを抱える当事者団体の自主活動も含む）を応援

こども未来課

小項目　自己の適正と能力に応じた職業能力開発の機会確保と就労支援
人材確保支援センター運営事業 H16 未就職者等を対象とした適職診断、企業見学、模擬面接を実施 労働政策課

小項目　若者の恋愛機運の醸成・出会いの機会の拡充

若者の恋愛活動応援事業 R7

交際や結婚を希望する若者の活動を後押しするため、若者とその親
に向けた恋愛・結婚に関する情報発信や、マッチングアプリ運営会
社と連携した恋愛気運の醸成や出会いの機会の提供、若者交流イ
ベントの開催支援を実施

県民協働課

オールふくい連携婚活応援事業 R2
県と市町で組織するふくい結婚応援協議会において、福井での結
婚を希望する方に、「ふく恋」AIマッチングシステムによる出会いの
機会の提供等を実施

県民協働課

大項目　Ⅱ－２ こども・子育ての幸せ実感を実現
中項目　「ゆりかごから巣立ちまで」切れ目のない支援の実現

小項目　将来の妊娠のための健康管理（プレコンセプションケア）等、こどもを持つことを望む夫婦やカップルの支援
プレコンセプションケア推進事業 R7 プレ妊活健診、助産師による健康相談窓口の開設 こども未来課

不妊治療費助成等事業 H16
特定不妊治療や男性不妊治療の費用を助成および夫婦そろっての
不妊検査と一般不妊治療の費用を助成、不育症検査に係る費用を
助成

こども未来課

感染症予防対策事業 H11
感染症に関するパンフレットを学校に配布し、正しい知識の普及啓
発

保健予防課

小項目　不妊治療支援の継続と市町や関係機関と連携した母子保健の充実

（再掲）不妊治療費助成等事業 H16
特定不妊治療や男性不妊治療の費用を助成および夫婦そろっての
不妊検査と一般不妊治療の費用を助成、不育症検査に係る費用を
助成

こども未来課

子ども・子育て支援交付金事業（産後
ケア事業）

R7
退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、安
心・安全な子育て環境を整えるための経費を補助

こども未来課

小項目　保育料無償化、高校授業料無償化、大学の授業料支援等による“ふく育”応援

すくすく保育支援事業 -
０～２歳の第２子以降の保育料および３～５歳児の第３子以降の副
食費を無償化

児童家庭課

すくすく保育支援事業
（ふく育応援プロジェクト）

H8 ３歳未満児の第２子の保育料について、全員無償化を実施 児童家庭課

すみずみ子育てサポート事業
（ふく育応援プロジェクト）

H16
第２子以降のNPO法人等が実施する一時預かりサービスに係る利
用料を無償化

こども未来課

こども医療費助成事業 S48 中学３年生までのすべてのこどもを対象に窓口無料化を実施 こども未来課



「ふく育共感モデル」
大項目　Ⅲ－１ 社会全体でこども・子育て応援社会づくり

中項目　みんなで支えるこども・子育て応援社会づくり
小項目　地域の様々な主体が参加する見守りネットワークの構築

（再掲）支援対象児童等見守り強化事
業

R7 こども食堂や市町との連携を図るため、研修会・交流会を開催 児童家庭課

（再掲）子ども安心見守り推進事業 H17
各小中学校区の見守り隊に対し、必要な資機材購入の補助をするこ
とにより、こどもの安全確保活動の充実を図る。

県民安全課

（再掲）子ども安心見守り推進事業 H29
地域の人々へ「夕方見守り運動」と、企業団体にも「ながら見守り活
動」を普及させることで、地域全体で、こどもを狙う犯罪が起こりに
くい環境づくりを推進する。

県民安全課

小項目　民生委員・児童委員やアクティブシニア層、外国人県民など地域の担い手による活動支援

身近な地域の支え合い推進モデル事
業

R7
地域づくりの担い手同士がつながるプラットフォームの構築や地域
コミュニティの場を形成する居場所づくりを支援し分野や制度を超
えた地域づくりを推進

地域福祉課

外国人も暮らしやすい環境づくり事業 H31 ふくい外国人コミュニティリーダーの認定・専門化など インバウンド交流課

シニアチャレンジ応援事業 H31
高齢者を含めた多世代（こどもや地域住民）を交えた活動を実施す
ることにより、高齢者団体の地域内活動の多様化を図るもの

長寿福祉課

小項目　子育て世帯への相談機能の充実

子育てマイスター地域活動推進事業 H17
保育士・看護師などの資格を持つ「子育てマイスター」を募集・登録
し、子育てへの助言や相談等に対応

こども未来課

小項目　時短勤務や男性育休など多様な働き方の拡大を通した、誰もが仕事と家庭を両立できる社会づくり

男性育休促進企業奨励金事業 R5
男性の育児休業取得や長期間の育児短時間勤務の制度化、不妊治
療休暇制度を整備するなど従業員を支援する企業に対して奨励金
を支給、および社会保険労務士による企業への巡回支援を実施

こども未来課

「社員ファースト企業」推進事業 R1
働き方改革に向けた宣言を行った企業に対する取組みの支援や、
労働環境の優良な企業を表彰し情報発信

労働政策課

短時間正社員等の多様な働き方導入
促進事業

R7

性別にかかわらず公正な賃金体系の導入を目指す企業・団体に対
し、体制整備やコンセンサスづくりを専門家チームが直接支援。短
時間正規増や男女間賃金格差等の是正を目指す。関係セミナー等
も行い意識改革を図る。

労働政策課

小項目　女性のキャリアアップと就業を支援

ふくい女性活躍支援センター運営事業 H19
女性の就業支援のため、キャリア相談員による電話・面接相談対
応、再就職支援セミナーや求人企業との個別面接会を開催

女性活躍課

企業の女性活躍推進事業（「ふくい女
性活躍推進企業」）

H27
女性活躍に積極的に取り組む企業を「ふくい女性活躍推進企業」と
して認証

女性活躍課

企業の女性活躍推進事業（表彰） R2 他企業の模範となるふくい女性活躍推進企業等を表彰 女性活躍課

企業の女性活躍推進事業（「女性登用
アワード」）

R6
女性登用を積極的に進める企業を顕彰。特に優れた実績の企業に
は、奨励金を支給

女性活躍課

企業の女性活躍推進事業（経営者向け
講演会・勉強会による意識改革）

R3
企業における女性活躍の機運向上・意識改革を図るため、県外の女
性活躍先進企業による講演会を開催

女性活躍課

企業の女性活躍推進事業（女性活躍推
進コンシェルジュ）

R4
女性登用が進んでいない業態を中心に、社会保険労務士等を企業
に派遣し、経営メリットをわかりやすく提示するとともに、女性育
成・登用に向けたきめ細やかな支援を実施

女性活躍課

企業の女性活躍推進事業（社外メン
ター）

R5
女性リーダー育成のため、女性管理職のロールモデルや働く女性の
相談相手となる社外メンターの県内普及を促進

女性活躍課

企業の女性活躍推進事業（インセン
ティブ付与）

R5
女性管理職登用を進める企業に対し、企業PR動画を作成し県内大
学等で放映を行い、企業プロモーションを支援

女性活躍課

女性のチャレンジ応援事業 R6 様々な分野で活躍する女性をロールモデルとして発信 女性活躍課

小項目　企業等と行政が連携し、社会全体で子育て世帯を応援する環境づくり

（再掲）「ふく育」応援事業 R3
子育て支援サイト「ふく育」にて県・市町の垣根を超えた子育てに役
立つ情報を一元的に情報発信する

こども未来課

（再掲）「ふく育」ブランド定着事業 R4
県内の子育て世代を対象に、親子で楽しみながら役立ち情報が得
られるイベントを開催するとともに、市民主題の活動がつながり、活
性化されるよう団体の交流会を実施

こども未来課

小項目　「こども・若者政策マインド」を県内に広げ、こども・若者目線での政策立案・実行を強化

「こども・若者政策マインド」の策定 R7
こども・若者目線の政策立案の進め方や、意見聴取の心がまえ・事
例など紹介する「こども・若者政策マインド」のＰＲ版を製作

こども未来課



大項目　Ⅲ－２ 子育てのワクワク感を増大
中項目　家族で子育てを楽しむ風土づくり

小項目　こどもたちの健やかな育ちを支える全天候型遊び場等の整備推進
こどもの遊び場整備事業 R3 市町による全天候型遊び場の整備費用を補助 こども未来課

総合グリーンセンター管理運営費 S55
緑化植物園およびグリーンパークの利用者が安全・安心に園内を楽
しめるよう、施設の維持管理や老朽化した設備・遊具の修繕などを
行う。

森づくり課

総合グリーンセンター魅力向上プロ
ジェクト

R9

開園50周年（R12）に向けて木育、幼児教育といった幅広い分野の
有識者と共にグリーンセンターのあり方について検討する。（既存
の建物を木育施設に改修することや、全天候型遊具を設置するな
どを想定）

森づくり課

子どもの読書活動推進事業
（推薦図書の選定および小冊子の作
成）

R2
家庭・地域・学校を通じたこどもの読書活動を推進し、こどもが自主
的に本に親しみ、みんなで読書を楽しむ環境を整備

生涯学習 ・文化財課

小項目　夫婦や家族で家事・育児を楽しむ「共家事」の普及拡大

共家事・ラク家事促進によるゆとり時
間創出事業

R7
共家事や家事の外部化・省力化を推進するため、PR動画作成や家
事タイプ診断WEBページの作成、時短家事アイデアコンテストや家
事代行モニターキャンペーンを実施

女性活躍課

小項目　親子のふれあいや親学びを通して家庭の教育力向上を支援
道徳教育総合推進事業 H23 親子で学ぶ道徳講座を実施 義務教育課

（再掲）家庭の教育力向上事業 H28
インターネットの適正利用、生活習慣、いじめの早期発見等をテーマ
とした家庭教育通信を発行し、家庭教育の重要性を保護者に啓発

義務教育課

中項目　楽しみやよろこびが感じられる子育て観の醸成
小項目　こども・子育てへの前向きなイメージを醸成するキャンペーンの展開

（再掲）「ふく育」ブランド定着事業 R4

県内の子育て世代を対象に、本県の子育て支援策を周知するとと
もに、これから結婚、出産、子育てを控える若者世代が、こどもを持
つことや子育てに対して抱くポジティブなイメージを醸成するた
め、テレビＣＭやＳＮＳ広告等を実施するほか、子育て応援イベント
を実施

こども未来課

小項目　市民主体の“ふく育”イベントをつなぐ情報発信の応援

（再掲）「ふく育」ブランド定着事業 R4
県内の子育て世代を対象に、親子で楽しみながら役立ち情報が得
られるイベントを開催するとともに、市民主題の活動がつながり、活
性化されるよう団体の交流会を実施

こども未来課

（再掲）「ふく育」応援事業 R3
子育て支援サイト「ふく育」にて県・市町の垣根を超えた子育てに役
立つ情報を一元的に情報発信する

こども未来課

小項目　福井県児童科学館等の「ふく育県」シンボルとしてのあり方を検討

児童館整備事業 S39
児童の健全育成を図るため、児童館・児童センターを活用した遊び
の活動等の充実を図る

こども未来課

児童科学館・こども家族館運営事業 H11
福井県児童科学館・こども家族館の運営（大規模修繕を含む）、およ
び今後の在り方を検討

こども未来課

大阪・関西万博における福井県ゾーン
展示物の二次活用事業

R7

万博閉会後に、福井県ゾーンの展示物をこども家族館に移設するこ
とにより、観光誘客に活用するとともに、世界に向けて発信した本
県の魅力を県民が気軽に体感できる機会を創出　（R7.9補正　８
８，５５０千円）

誘客推進課

小項目　小・中・高校生を対象に乳幼児と触れ合う機会を創出

市町事業※地域少子化対策重点推進
交付金

-
乳幼児と直接ふれあう体験をすることにより、命の大切さや、乳幼
児との関わり方等について学び、結婚・子育てに対する理解を深め
る

義務教育課

（再掲）保育士・保育の現場の魅力発信
事業（小・中・高校生への乳幼児と触れ
合う機会の提供）

R7
将来の保育人材確保のため、小・中・高校生に保育所等で乳幼児と
触れ合う体験を提供する保育所等に対し、報奨金を支給する

児童家庭課



 1 

令和７年度主要施策（福井県こども・子育て応援計画） 
 
Ⅰ ふく育安心モデル こども・若者主体の社会づくり 

  （１） 不登校対策支援事業 

（スクールカウンセラー） 
予算額 143,070 千円 義務教育課 

［事業目的］ 

すべての小中学校に心理の専門家であるスクールカウンセラー（ＳＣ）を配置し、児童生徒や保

護者へのカウンセリングを行うとともに、教職員に対して指導や助言等を行うことで、いじめな

どの問題行動や不登校の未然防止、早期発見、早期解決を図る。 

［事業実績］ 

【実施内容】 

ＳＣを配置することで、各学校の教育相談体制を充実させる。さらに、ＳＣの研修会を通じて支

援や助言の質を高め、情報交換によって業務のあり方を見直し、改善を図る。 
 
（１）配置校  全公立小中学校 248校（小学校 180校、中学校 68校） 
 
（２）勤務形態 

配置場所 人数 配置時間 概要 

義務教育課 2 名 月 2 回（2 時間） 
ＳＣに対し、指導助言を行うスーパーバイ
ザー（ＳＶ）を配置 

教育総合研究所 2 名 毎日（5 時間） 緊急事案や困難な事案に対応 

小学校 
88 名 

週 1 回（1～4 時間） 配置校でカウンセリング・指導助言を実施 
1 校当たり週1～2 回訪問、週 20h 以内の勤務 中学校 週 1 回（3～8 時間） 

 
（３）研修会  年 3回（4月、8月、11月）  

  4月：ＳＣの業務・役割について 

 8月：講義「学校のニーズに対応できる専門職」 

11月：講義「学校と医療の連携」  ※研修会の講義内容は、毎回異なるテーマで実施 
 

［事業評価］ 
ＳＣによるカウンセリングや教育相談体制の充実により、こどもや保護者の悩みを受容すること

に寄与。また、研修会を実施することでＳＣの資質向上にも努めている。 

 

Ⅰ ふく育安心モデル こども・若者主体の社会づくり 

  （２）不登校対策推進事業（スクールソーシャルワーカー） 予算額 41,194千円 義務教育課 

［事業目的］ 

福祉の専門性を有するスクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）を配置し、家庭環境（不登校、貧

困、児童虐待）等の課題を抱える児童生徒、保護者のニーズを把握し、関係機関との連携を通じ

た支援を行う。 

［事業実績］ 

【事業内容】 

SSWを配置することで、各学校の教育相談体

制を充実させる。さらに事例検討会や研修

等を通じて支援の質を高め、情報交換によ

って、業務の在り方を見直し、改善を図る。 

配置箇所 人数 配置時間 

義務教育課 1 名 月 1回（2時間） 

教育総合研究所 5 名 週 2回（6時間） 

嶺南教育事務所 2 名 週 2回（6時間） 

9 市配置 18 名 週 2回（7時間） 

合 計 26 名  

［事業評価］ 

不登校やいじめ、虐待、ヤングケアラーなどの課題を抱える児童生徒の家庭に対し、福祉・医療・

司法などの外部機関と連携し、包括的な支援体制の構築に寄与。また、研修会を実施することで

ＳＳＷの資質向上にも努めている。 

          

資料３ 
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Ⅰ ふく育安心モデル こども・若者主体の社会づくり 

  （３） 不登校対策支援事業 

（校内サポートルーム） 
予算額 129,745 千円 義務教育課 

［事業目的］ 

小中学校において、不登校傾向の児童生徒が安心して学校生活を送ることができるように、教室

以外の居場所として「校内サポートルーム（ＳＲ）」を設置する。さらに、このＳＲに支援員を配

置し、児童生徒の自己実現及び児童生徒が抱える課題や多様なニーズに対する支援を行う。 

［事業実績］ 

【実施内容】 

ＳＲに支援員を常駐させることで、児童生徒の状況を継続的に把握しやすくなり、一人ひとりに

寄り添った支援が可能となる。さらに、連絡協議会を通じて支援方法を学び合い、情報交換によ

って今後の支援の充実を図る。 
 
（１）支援員配置校  県内小中学校 73校（小学校 39校、中学校 34校） 

           ※少なくとも各市町に小中各１は支援員を配置。 
 
（２）配置時間    1校当たり 875時間（1日 5時間×175日） 
 
（３）連絡協議会   年 2回（5月、11 月） 

   5月：行政説明「ＳＲの目的や支援員の役割等」 

11月：講義「特性のある児童生徒への支援方法」 
 
（４）事例集     7年度版事例集の作成 
 

［事業評価］ 
校内の居場所として機能しており、ＳＲを利用する児童生徒の教室復帰や登校日数・在校時間は

増加。ＳＲは児童生徒にとって安心できる居場所として機能している。 

 

Ⅰ ふく育安心モデル こども・若者主体の社会づくり 

  （４） こども・子育て伴走応援事業 予算額 3,030 千円 こども未来課 

［事業目的］ 
困難な状況に置かれたこども・若者や子育て世代に寄り添った様々な主体の活動を応援すること

で、「社会全体でこども・子育てを応援する」地域づくりを推進 

［事業実績］ 

【実施内容】 

 県内のこども・若者や子育て世代の安心感や希望を高める事業に取り組む団体に応援金を交付 
 
＜こどもチャレンジ応援枠＞2 件（交付額：最大 10 万円） 

団体名 活動内容 

福井南高校 福井南高校夏目ゼミ ドナーミルク使用啓発活動 

北陸高校合唱同好会 ほやほや 楽しもっさ みんなのコンサート 
   
＜団体活動応援枠＞6 件（交付額：最大 50 万円） 

団体名 活動内容 

自助グループゆっくり 
若年層及びその周囲者、子育て世代でも参加しや
すい自助活動の普及事業 

みんなの食堂実行委員会 CONNECT FESTIVAL!2026 

嶺南スペシャルニー
ズチルドレン家族会 

医療的ケア児や障がい児と、その家族の支援事業  

一般社団法人 DAISUKI フリースクール ごきげん学園 

福井多胎ネット 多胎妊婦を含む多胎育児支援事業 

子どもと地域食堂 駅まえ・子どもと地域食堂ネットワーク 
 

［事業評価］ 
団体活動応援枠 6 件のうち 2 件は、こどもたちが安全に安心して過ごせる居場所づくりに係る活動で
あり、福井県こども・子育て応援計画の個別評価（KPI）で掲げる「居場所」関係の評価向上に寄与 
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Ⅰ ふく育安心モデル 一人ひとりの環境に寄り添った支援の充実 

  （５） ひとり親家庭等習い事支援事業 予算額 23,886 千円 児童家庭課 

［事業目的］ 

ひとり親家庭等の習い事にかかる費用の一部を補助することで、習い事を通してこどもの心身の

成長を支援する。また、受験費用を理由に進学を諦めることがないよう、受験料や模擬試験費用

の一部を支援することで、進学に向けたチャレンジを後押しする。 

［事業実績］ 

【実施内容】 
・ひとり親家庭世帯等（ふたり親の低所得世帯含む）の児童（小学 4年生から 6年生）の習い事
費用の一部を補助 
 児童扶養手当 全部支給相当所得者 上限 120,000円／年 
児童扶養手当 一部支給相当所得者 上限 60,000円／年 

（7年度：13 市町実施） 
 
・ひとり親家庭世帯等（ふたり親の低所得世帯含む）の大学等受験料や模擬試験受験料を補助 
 大学等受験料  高校 3年生等 上限 53,000円／人 
 模擬試験受験料 高校 3年生等 上限 8,000 円／人 
         中学 3年生  上限 6,000 円／人 
（7年度：10 市町実施） 

［事業評価］ 
習い事支援事業については 13 市町で実施し、7 年度より大学等受験料・模擬試験受験料支援のメニュ
ーを新設。ひとり親家庭等の児童の支援の充実に寄与。 

 

Ⅰ ふく育安心モデル 一人ひとりの環境に寄り添った支援の充実 

  （６） 社会的養護自立支援拠点事業 予算額 38,279 千円 児童家庭課 

［事業目的］ 
施設等退所者や虐待経験がありながらこれまで公的支援につながらなかった者（18 歳以上も含

む）の孤立を防ぎ、社会的養護経験者等を必要な支援に適切につなぐことを目的としている。 

［事業実績］ 

【実績内容】 
社会的養護経験者の相互交流の場の提供、居住支援、生活・就労支援を行う団体に事業を委託し
て実施 
 
＜実施事業者＞1 件 

団体名 事業内容 

一般社団法人ラシーヌ 
相互交流の場の提供、支援計画の策定、相談支援、法律相談支援、
一時的かつ短期間の居場所の提供 

 
＜サテライト機関＞3 件 

団体名 事業内容 

特定非営利活動法人やまりす 相談支援 

社会福祉法人越前自立支援協会 相談支援、心理療法支援、一時的かつ短期間の居場所の提供 

社会福祉法人白梅学園 相談支援、一時的かつ短期間の居場所の提供 
 

［事業評価］ 
社会的養護経験者等の居場所や拠点を確保した事業であり、福井県こども・子育て応援計画の個別評
価（KPI）で掲げる「多様な居場所づくり」関係の評価向上に寄与 
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Ⅰ ふく育安心モデル こどもを支える体制の強化と分野を超えた連携 

  （７） 高校内居場所カフェ事業 予算額 9,247 千円 児童家庭課 

［事業目的］ 
家庭や学校関係者以外の信頼できる大人や友達と安心して過ごすことができる「第 3の居場所」

を作り出すことでニーズを発見し、個別支援や必要な社会資源に早期につなげる 

［事業実績］ 

【実施内容】 
居場所に出向くことに抵抗感のない学校という場を活用し、高校生を対象とした居場所をつく
り、身近な場所で支援が必要となるこどもへアプローチできるよう、居場所づくりを実施。 
 
・昼食時等におにぎりやスープ等の軽食提供 
・自由に過ごせる場の提供 
・困窮家庭への食料品や生活用品の提供 
・関係機関との連携体制構築のための取組み 
・支援活動従事（予定）者等に対する研修の実施 
 
（7年度実施校数 7校） 
 

［事業評価］ 
実施校数は 7 校と増加しており、福井県こども・子育て応援計画の個別評価（KPI）で掲げる「居場所」
関係の評価向上に寄与 

 

 

Ⅰ ふく育安心モデル こどもを支える体制の強化と分野を超えた連携 

（８） 医療的ケア児者等と家族のための在宅生活サポート事業 予算額 40,250 千円 障がい福祉課 

［事業目的］ 
医療的ケア児者等が安心して在宅での生活を続けられるよう、介護を行う家族の精神的身体的負

担の軽減等を図る。 

［事業実績］ 

【実施内容】 
医療的ケアが必要な重症心身障がい児者等を介護する家族の精神的・身体的負担を軽減する

ため、対象者を受け入れる事業所に対して、補助金を交付し、さらに支援体制を充実させる。 
 

〈対象者〉 
 医療的ケアが必要な重症心身障がい児等 
 

補助対象 障がい児通所事業所 短期入所事業所 （参考）生活介護事業所 
受入 4 時間以上 6,900 円/人 

4 時間未満 4,830 円/人 
13,800 円/人 - 

送迎 820 円/片道 

入浴介助 医ケア重心 1,720 円/回 医ケア重心 1,720 円/回、区分 6 重心者 1,200 円/回 

 
〈R7補助実績見込み〉 
・障がい児通所事業所 15事業所 
・短期入所事業所    3事業所 

（・生活介護事業所   17事業所） 

［事業評価］ 
医療的ケア児等が利用できる事業所を増やすための事業であり、福井県こども・子育て応援計画の個
別評価（KPI）で掲げる「障害福祉サービス等を利用している医療的ケア児数」の評価向上に寄与 
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Ⅰ ふく育安心モデル こどもを支える体制の強化と分野を超えた連携 

  （９） 「ふく育サービス」利用支援事業 予算額 76,687 千円 こども未来課 

［事業目的］ 
「ふく育サービス」（「ふく育さん」と「ふく育タクシー」の総称）の利便性を向上させ、子育て

世帯への浸透を図るとともに、育児負担の大きな世帯がよりサービスを使いやすくなるよう支援 

［事業実績］ 

【実施内容】 

・「ふく育さん」「ふく育タクシー」を簡単・気軽に利用できるよう、スマートフォンやパソコンなど

からワンストップで申し込みできるオンライン窓口「ふく育サービスプラットフォーム」を設置。

申込内容に応じて専属のオペレーターがサービス事業者を調整・手配 

・「ふく育さん」を誰もが安心して利用できるよう、法人等を対象とした専用申込窓口を開設 

・ひとり親家庭や多胎児・医療的ケア児等を育てる家庭など育児負担が大きい世帯を対象に、「ふく育

さん」や「ふく育タクシー」を利用しやすくなるよう 48,000 円分の「ふく育サービス」共通利用券

（無料クーポン）を配付 

 

［事業評価］ 
当事業は子育ての負担軽減を目的としているため、福井県こども・子育て応援計画の個別評価（KPI）
で掲げる「子育てに「楽しみや喜び」のイメージを持っている県民の割合」の評価向上に寄与 

 

 

Ⅰ ふく育安心モデル こどもを支える体制の強化と分野を超えた連携 

  （１０） 外国人児童生徒等支援事業 予算額 22,793 千円 義務教育課 

［事業目的］ 
日本語指導が必要な児童生徒に対する支援体制を充実させ、外国人児童生徒が自立できる力を育

成するなど、共生社会の実現に向けた外国人児童生徒等の教育の充実を図る 

［事業実績］ 

 

【実施内容】 

 

(1) 日本語支援員の配置を補助 

・市町からの申請を踏まえて、日本語指導を必要とする外国人児童生徒等在籍校に対し、県基準 

に基づいて支援員配置を補助 

 

(2) 翻訳機の整備を補助 

・市町からの申請を踏まえて、日本語指導を必要とする外国人児童生徒等在籍校に対し、県基準 

に基づいて多言語翻訳機整備を補助 

 

(3) 日本語指導アドバイザーによる学校訪問、外国人児童生徒等教育連絡協議会の開催 

  ・支援を希望する外国人児童生徒等の在籍する学校に対して、日本語指導アドバイザーによる相 

談支援を実施 

・県、市町、学校関係者等による外国人児童生徒等教育連絡協議会を開催し、効果的な指導方法 

の周知や情報共有を実施 

 

［事業評価］ 
市町からの申請を踏まえて２市に支援員の配置、多言語翻訳機の整備を補助。また外国人児童生徒等
教育連絡協議会を３回開催し、日本語指導を必要とする外国人児童生徒等に対する効果的な指導方法
の周知や成果報告、情報共有等を実施。外国人児童生徒等の教育・支援体制の充実に寄与。 
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Ⅰ ふく育安心モデル 子育てのサポート体制を充実 

  （１１） 保育等の職場づくり総合対策事業 予算額 352,704 千円 児童家庭課 

［事業目的］ 

現役の保育士等や将来に保育士等を目指す者、社会的養護従事者を目指す者や現役職員にとっ

て、魅力のある職場づくりを推進することで、保育士等や社会的養護従事者が生涯働き続けるこ

とができる環境を整備し、安定的な保育人材の確保を図る。 

［事業実績］ 

【実施内容】 
①住宅手当（7年度：114人） 

採用から 7年目までの保育士等や社会的養護従事者を対象に、住宅を借り上げている場合の住
宅手当相当分の補助を行う。 

②子育て世帯支援手当（7年度：79施設） 
小学校 3 年生までの子を持つ保育士等や社会的養護従事者をフォローする体制を整備する場
合、奨励金を給付する。 

③保育補助者等配置 
 保育士等の業務を補助する「保育補助者」、保育周辺業務を行う「保育支援者」を配置した場合
の経費を支援する。 

④転入奨励（7年度：8人） 
 新卒等で県内の私立保育所等や児童入所施設に正規職員として就職した県外居住者（UIJ ター
ン）に対し、移住支援金を支給する。 

⑤保育士等のメンタルケア（7年度：40施設） 
 保育所等が精神科医師や臨床心理士を招聘し、個々の保育士等の相談対応や勤務環境づくりの
助言をもらう取組みに対する支援を実施する。 

⑥ICT等活用推進報奨金（7年度：65施設） 
 保育者の業務負担軽減を図るため、保育の周辺業務や補助業務（保育に関する計画・記録や保
護者との連絡、こどもの登降園管理等の業務）に係る ICT等を活用した業務システムの活用を
推進している保育所等に対し、報奨金を支給する。 

［事業評価］ 
複数の私立保育園等に聞き取りを実施したところ、「離職の防止に繋がっている」、「園全体として働き
やすい職場環境が整備されている」という声があり、保育人材の確保に寄与している。 

 
 

Ⅰ ふく育安心モデル 子育てのサポート体制を充実 

 （１２） 指定保育士養成施設における志願者応援事業 予算額 25,000千円 児童家庭課 

［事業目的］ 

指定保育士養成施設の入学者が近年大幅に減少している。新たな保育者を輩出し、将来的な人材

確保を図るため、指定保育士養成施設が行う保育者を目指す学生増に資する取組みに対し、支援

を行う。 

［事業実績］ 

（１） 保育者を目指す学生増に資する取組み 
① 成績上位者に対する授業料減免制度 

保育者を目指し意欲的に学ぶ成績優秀な学生に対して授業料を免除 
（短大 2年間、大学 4年間）  
（対象者）毎年度入学者の上位 30％ 

(７年度実績) 
 仁愛大学        :全額減免対象者 4名、半額免除対象者 9 名 
 仁愛女子短期大学 :全額減免対象者 7名、半額免除対象者 13名 

 
   ②  自宅外学生への家賃補助 
     6 カ月通学定期 50,000円以上となる地域の学生に対して家賃支援 ※最大 40千円 
 

③  制度周知のための広報、保育の仕事の魅力発信に資する事業 
 
（２）質の高い保育者養成のための取組み 
  ④ 「子どもスペシャリスト」取得報奨金 対象：大学４年生  
    保育士、幼稚園教諭・小学校教諭の 3種類の免許を取得し、県内で保育者として就職す

る学生を対象に報奨金（100千円）を支給 
 

［事業評価］ 
保育者を目指す学生増に資する取組みを支援する事業実施した結果、7 年度の入学者数は前年比 13 人
の増となったが、定員充足率は 70%であるため、引き続き、高校生へ周知していく。 
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Ⅰ ふく育安心モデル 子育てのサポート体制を充実 

  （１３） 保育士・保育の現場の魅力発信事業 予算額 4,782千円 児童家庭課 

［事業目的］ 
 保育士等を目指す方や保育士等に復帰しようとする者の増を図るため、指定保育士養成施設と

連携し、保育士・保育の現場についての魅力の発信を行う。 

［事業実績］ 

（１） 保育士等の仕事の見える化 
・中高生や潜在保育士をターゲットとした保育士等
の魅力を分かりやすく示した PR媒体を作成 
・保育士等を目指す者を対象としたＬＰ(※1)（ふく保
育開設）を運営。 
・閲覧者獲得のため、ターゲット別（※２）にチラシや
インスタ等による広告ＰＲ活動を実施。 
 

（※1）LPの内容（先進的な取組を行う園の紹介、先輩
保育者の声、養成校の紹介、県の施策等） 
（※2）中・高校生およびその保護者→電子媒体のチラ
シ（学校経由）、学生・潜在保育者等→ＷＥＢ広告 
 
（２） 小中高生への乳幼児と触れ合う機会の提供  
・将来の保育人材確保のため、小・中・高校生に保育
所等で乳幼児と触れ合う体験を提供する保育所等に
対し、補助を行う。（中学校の職場体験、家庭科授業
の保育体験は除く） 
（7年度 22施設実施） 

［事業評価］ 
保育士等の魅力の発信や小・中・高校生への乳幼児と触れ合う機会の提供を実施することによって、
保育士等を目指す学生等の増加が期待できる。 

 

Ⅱ ふく育希望モデル 人生の希望を叶える社会づくり 

  （１） 若者の恋愛活動応援事業 予算額 24,243 千円 県民協働課 

［事業目的］ 
若者に寄り添った啓発やニーズに合わせた出会いの機会を創出し、若者自らが早期から出会いや

結婚に向けて行動できる環境づくりを実施 

［事業実績］ 

【実施内容】 
 
（1）恋愛や結婚を希望する若者に向けた恋愛・結婚に関する啓発 
   「ノックノックふくい恋愛診断の扉」サイト（7 年 9 月開設） 
   ［実績］アクティブユーザー数 20,463（R7.9.15～R7.12.26） 
 
（2）独身の子をもつ親世代に向けた恋愛・結婚に関する啓発 
   「ふくい親ごころサポート」サイト（6 年 12 月開設） 
   ［実績］アクティブユーザー数 25,576（R6.12.27～R7.12.26） 
 
（3）マッチングアプリ運営会社との連携による恋愛気運醸成 
   地域鉄道 3 社での車内中吊り広告やポスターの掲出 
   ［実施期間］11 月～12 月、2 月～3 月 
 
（4）「はぴ縁コネクター（地域おこし協力隊）」による出会いの機会の創出 
   恋愛応援ブースを設置し 109 人の若者と対話、若者の恋愛気運を醸成 
   イベンター等 119 人と繋がりづくり（R7.9.1 就任～12.16） 
      ［実績］イベンターと協働したイベント参加者数 94 人 

［事業評価］ 
開設から 3 か月で 2 万人のアクセスを達成した若者向け啓発サイトでは、恋愛診断で恋愛への関心を
高め、恋愛したい若者の気がかりに応えるコンテンツを通して恋愛活動への後押しを実施。その他、
鉄道広告やはぴ縁コネクター等の活動を通じ、若者の恋愛気運の醸成や出会いの機会提供に寄与した。 
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Ⅱ ふく育希望モデル 「ゆりかごから巣立ちまで」切れ目のない支援の実現 

  （２） プレコンセプションケア推進事業 予算額 11，763千円 こども未来課 

［事業目的］ 

男女を問わず若年世代が、性や妊娠に関する正しい知識を得たり、気軽に相談できる場をつくる

ことによって、将来のライフプランを考えて日々の生活や健康と向き合うことを推進するととも

に、将来妊娠・出産を希望する住民の理想のライフプランやウェルビーイングの実現を目指す。 

［事業実績］ 

【実施内容】 
・助産師による健康相談 
  妊娠・出産、月経不順、不妊・不育症、プレコンセプション 
ケア等について、電話やメール、面接で相談できる窓口を設置 

  相談件数：55件（7年 12月末時点） 
 
・ふくいプレ妊活健診 
  県内に在住する 18～39 歳の男女を対象に、プレコンセプシ
ョンケアに関する動画を視聴後、血液検査や感染症検査、超音
波検査等の 2～3万円の検査を無料で受けられるよう支援 

  令和 7年度申込数：定員 100名に到達 

［事業評価］ 
プレ妊活健診申込時のアンケートによると、動画で学んだことを今後実践しようと思ったかという項
目について、77.5%の人が「思った」、21.6％の人が「すでに実践している」と回答しており、本事業
が妊娠を意識する前から自身の健康に向き合うきっかけとなっている。 

 

Ⅲ ふく育共感モデル みんなで支えるこども・子育て応援社会づくり 

  （１） 男性育休促進企業奨励金事業 予算額  185,288 千円 こども未来課 

［事業目的］ 
企業への支援を通じ、男性の育児休業取得率の向上および取得期間の長期化を促進し、男性の家

事育児参加時間を増やすことで、子育てにかかる負担を軽減する。 

［事業実績］ 

【実施内容】 
男性従業員が連続 5 日以上または通算 15 日以上の育児休業を取得した県内企業に対し、実施状
況および取得日数に応じて、1社あたり最大 6,000千円の奨励金を支給する。 
・奨励金申請件数：239件（R7.11末現在）（（参考）6年度 246件、5 年度 23件） 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［事業評価］ 
奨励金の申請件数は昨年度の同月と比べ、約 1.5 倍。制度の活用を契機として、県内企業における男
性育休取得の機運の着実な醸成および取得者の増加に寄与 

 

・企業向けチラシ       ・個人向けチラシ      ・VR チラシ 

                                         
                          

                                    

 
【主な実績】 
・6年度は男性育休取得率 44.9%と前年比+13.5%の増加 
・男性育休取得のさらなる促進を図るため、企業・個人向けの広報を強化。 
・特に、体験談や赤ちゃんのお世話を学べる VRツールを制作し育休の不安解消を図った。 
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Ⅲ ふく育共感モデル みんなで支えるこども・子育て応援社会づくり 

  （２） 「社員ファースト企業」推進事業 予算額 6,020 千円 労働政策課 

［事業目的］ 

働きやすい職場環境づくりに取り組む企業を支援する「社員ファースト企業」制度により、従業

員が持続的に幸せを実感できる働き方を推進し、県内企業の生産性向上や離職率低下、正規雇用

者増などを促進 

［事業実績］ 

【実施内容】 
 テレワークやフレックス制度など、多様な働き方を実践する社員ファースト企業の拡大 
・働きやすい職場環境づくりに向けた働き方改革の内容や 
目標を、経営者と社員の両者により宣言を行った企業を

「社員ファースト企業」宣言企業として登録 
 宣言企業数 1,093社（7年 11月末現在） 

・宣言企業に対し、宣言内容の実現に向けた働き方改革の取 
り組みにかかる費用を補助（最大 15万円） 

交付決定数 15件（7年 11月末現在） 
・宣言企業から優秀な取組内容を募集し、働き方改革におけ 
る４つの観点（「労働環境改善」「ダイバーシティの推進」  

「リカレント・リスキリングの推進」「女性活躍の推進」）に 
おいて、特に優れた企業を「社員ファーストアワード」に 
より表彰 

・「社員ファースト企業」のポータルサイトを開設し、制度 
の周知・宣言企業の認知度向上を図るとともに、社員 
ファーストアワード受賞企業の優れた取組みを広く発信 

［事業評価］ 
表彰実施やポータルサイトにおける好事例の発信等により、福井県こども・子育て応援計画の個別評
価（KPI）で掲げる「社員ファースト宣言」企業数の増加に寄与 

 

 

Ⅲ ふく育共感モデル みんなで支えるこども・子育て応援社会づくり 

  （３） 短時間正社員等の多様な働き方導入促進事業 予算額 6,334 千円 労働政策課 

［事業目的］ 

県内企業に対し、セミナーや専門家による社内体制整備等の伴走支援を実施することにより、職

務内容や職責等に応じた公正な賃金制度・人事制度のもと、短時間正社員等の多様な働き方導入

を促進 

［事業実績］ 

【セミナー】 
 開 催 日：令和 7年 8月 5日（火） 
 開催場所：中小企業産業大学校 
 参加者数：71 名 
 
【ワークショップ】 
 開 催 日：令和 7年 11月 4日（火） 
 開催場所：中小企業産業大学校 
 参加者数：8社 
 
【伴走支援】 
  県内企業 8 社をモデル企業とし、専門
家による伴走支援を開始。今後 2 年程度
で、企業の現状分析、賃金制度・人事制度
の見直し、多様な正社員制度の導入を実
施予定。実施状況や成果については、取組
事例集を作成し県内企業に周知 

［事業評価］ 
セミナー等による県内企業の意識向上やモデル企業に対する伴走支援を通し、ライフスタイルに合わ
せた多様な働き方を浸透させ、 誰もが仕事と家庭を両立できる社会づくりに寄与 
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Ⅲ ふく育共感モデル 家族で子育てを楽しむ風土づくり 

  （４） こどもの遊び場整備事業 予算額 695,243 千円 こども未来課 

［事業目的］ 
天候にかかわらずこどもたちが安心して遊ぶことができる遊び場を充実し、心身ともに健やかな

こどもの育ちを支援する 

［事業実績］ 

【実施内容】 
 ・全天候型の遊び場を新設・改修、または拡充する際の整備費を補助（上限１億円） 
 ・７年度末までに６市町が完成予定（福井市、小浜市、大野市、坂井市、永平寺町、若狭町） 

市町名 現在の状況 整備場所 供用開始(予定) 

1 福井市 供用中 中央公園 令和６年度（3 月 12 日） 

2 敦賀市 整備中 敦賀市こどもの国 令和８年度春頃 

3 小浜市 供用中 若狭総合公園 令和６年度（5 月 1 日） 

4 大野市 供用中 越前おおのまちなか交流センター 令和７年度（1 月 25 日） 

5 勝山市 設計中 勝山市教育会館 令和９年度中 

6 鯖江市 設計中 嚮陽会館 令和１０年度中 

7 あわら市 設計中 旧芦原町役場 令和８年度（３月頃） 

8 越前市 
Ｒ７年度中

着手予定 
越前たけふ駅周辺 令和８年度（３月頃） 

9 坂井市 整備中 坂井屋内スポーツセンター 令和７年度（３月頃） 

10 永平寺町 整備中 福祉総合センター翠荘 令和７年度（12 月 19 日） 

11 池田町 設計中 おもちゃハウス、あそびハウス 令和８年度（３月頃） 

12 南越前町 
Ｒ７年度中

着手予定 南越前文化会館 令和９年度（４月頃） 

13 越前町 設計中 越前陶芸村文化交流会館 令和９年度春頃 

14 美浜町 設計中 エネルギー環境教育体験館きいぱす 令和９年度（４月頃） 

15 高浜町 整備中 高浜町園部 令和８年度（５月頃） 

16 おおい町 整備中 さきやま会館 令和８年度（10 月頃） 

17 若狭町 供用中 パレア若狭 令和７年度（10 月 26 日） 
 

［事業評価］ 
こどもたちが安全・安心に遊ぶことができる環境を整える事業であり、「ふく育県」の評価や「居場所」
関係の評価向上に寄与するとともに、合計特殊出生率の維持に貢献 

 
 

Ⅲ ふく育共感モデル 楽しみやよろこびが感じられる子育て観の醸成 

  （５） 「ふく育」ブランド定着事業 予算額 33,514 千円 こども未来課 

［事業目的］ 

若者・子育て世帯に対し、本県の充実した子育て環境や子育て施策等を様々な手法で発信するこ

とで子育てに対する明るく前向きなイメージの醸成を図るほか、本県が掲げる「ふく育県」のブ

ランド力強化やイメージ定着を促進 

［事業実績］ 

県内の子育て世代向けに、様々な手法で本県の子育て施策や子育て環境の魅力を発信 
・テレビ CM や駅でのデジタルサイネージ広告を放映、SNS でのバナー広告の実施 

・県内の全天候型遊び場と連携したクイズラリーの実施およびコンテンツ制作 
・子育ての喜びや親子の絆を感じてもらうこども・子育て応援イベントの開催 

・本県の子育て施策や子育て環境の魅力を分かりやすくまとめた 
新聞やハンドブックの制作 

 

［事業評価］ 
県内外での継続的な PR・発信等により「ふく育県」の認知度が向上（R6 キャンペーン前後の認知度：
県内 46%→70%、県外 6%→10%）したほか、県民の前向きな子育て観の醸成や子育て施策の認知度向上
に寄与 

 



所属・職 備考

鷲頭副知事 リーダー

健康福祉部 副部長（こども未来） サブリーダー

こども応援ディレクター サブリーダー

財政課 課長

大学私学課 副部長

未来戦略課 参事(長期ﾋﾞｼﾞｮﾝ)

ＤＸ推進課 参事(ＤＸ戦略)

児童家庭課 課長

障がい福祉課 地域生活支援室長

地域福祉課 課長

教育政策課 課長

高校教育課 課長

義務教育課 課長

保健体育課 課長

＜チームメンバー＞

○「ふく育県」の子育て支援を更なる高みに引き上げるため、令和７年４月に鷲頭副知事をトップとする部局
連携のチームを設置

○様々な家庭環境の子育て当事者に寄り添い、きめ細やかに支えていく、充実・安心の子育て環境づくりに
向けて新たな施策を検討

＜活動状況＞

○4月１１日のチーム設置以降、こども・子育て支援に取り組む
計９団体※ との意見交換や市町、県議会等との議論を行い
ながら、子育て支援の一層の充実に向けた施策案を検討
（※）ひとり親家庭、障がい児、医療的ケア児、こども食堂、学校、ボランティア団体 等

R７．４．１２（土） 福井新聞 意見交換会の風景

「ふく育推進チーム」における新たな子育て支援策の検討 資料４



子育てに対する県民満足度の維持・向上に向けて、「子育て施策の認知度向上」と「きめ細かな支援の強化」が重要

「ふく育県」に対する評価・満足度の維持・向上を図り、子育ての幸せや喜びを実感できる社会を実現

無関心層の増加

本県の子育て支援に「満足していない」または「関心が
ない」と回答する子育て世帯が増加

●R6子育て意識調査
福井県の子育て支援に満足しているか
・満足している R5：４９．５％ R6:４６．５％
・どちらでもない・関心がない R5:２１．７％ R6:26.6％
・満足していない R5：２８．８％ R6：２６.９％

施策の認知度と満足度

認知度⤴ 満足度⤴

子育て施策に対する認知度
５割以上 ： 満足度５４％
５割未満 ： 満足度４８％

満足度と出生率

育児に対する不安・悩みや養育環境（多子・多胎児、協力者
の不在、疾病・障がい 等）を課題と捉える家庭が増加

●R４厚生労働省調査
子育てに関して保護者が抱える課題等
・育児に対する不安や悩みを抱えている ２０．５％
・多子（多胎児含む）を養育している １７．２％
・育児等に配偶者や親族の協力を得られない １２．６％

満足度⤴ 出生率 ⤴

本県の子育て支援対象世帯 （約７万世帯）

・ひとり親世帯 ６，３００

・障がい児を育てる世帯 １，９００

・医療的ケア児を育てる世帯 １１０

・多胎児を育てる世帯 900

充実した施策の認知度を高め、必要な情報を着実に提供 様々な家庭事情に応じ、きめ細かな支援を強化

子育ての悩みや環境の複雑多様化

満足度と出生率の関係分析
高出生率県 ： 満足度４９％
低出生率県 ： 満足度４６％

「ふく育県」の今後の目標



「福井県こども・子育て応援計画」の一部改訂について 

（乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）） 
 

１．概要、改定の経緯 

今般、国において、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の整備並びに

子ども・子育て支援給付並びに地域子ども・子育て支援事業及び仕事・子育て両立支援事

業の円滑な実施を確保するための基本的な指針」および「第三期市町村子ども・子育て支援

事業計画等における「量の見込み」の算出等の考え方」等の改定に伴い、計画において追記

等を図ることとする。 

改定内容については、以下のとおりとし、本資料は「福井県こども・子育て応援計画」（以

下、現行計画という。）P65に基づき、計画の一部とすることとする。 
 

２．乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）に係る現行計画への記載事項 

① 教育・保育等の一体的提供および当該教育・保育等の推進に関する体制の確保の内容 

現行計画内の P78「（４）教育・保育の一体的提供とその推進」について、表題を「（４）教

育・保育等の一体的提供とその推進」と改め、下記事項を追記する。 

-------------------------------------------------------------------------- 

乳児等通園支援事業は、令和７年度地域子ども・子育て支援事業として制度化され、令和

８年度以降は子ども・子育て支援法の給付費として、全市町で実施されます。 

また、保育所等に通っていない生後６か月から満３歳未満のこどもが対象となっている

ことから、乳児等通園支援事業の利用から教育・保育施設の利用への円滑な移行を支援し

ます。 

-------------------------------------------------------------------------- 

・追記理由 

改正後の子ども・子育て支援法等において、「乳児等のための支援給付に係る教育・保育

等の一体的提供及び当該教育・保育等の推進に関する体制の確保の内容」が追加されたた

め。 
 

② 各市町における量の見込み（R7.11月現在） 

現行の計画内の P80「地域子ども・子育て支援事業の推進」の「乳児等通園支援事業」を

次のように改め、注書きを追記する。 

--------------------------------------------------------------------------- 

※令和７年度については地域子ども・子育て支援事業、令和８年度以降については、乳児等

のための支援給付とする。 

--------------------------------------------------------------------------- 

資料５ 



・変更理由 

令和８年度以降については、「子ども・子育て支援法」に基づく法律上の給付制度となり、

各市町において量の見込み等の再検討が実施されたため。 
 

３．(参考)乳児等通園支援事業(こども誰でも通園制度)の概要（こども家庭庁資料抜粋） 

・全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとともに、全ての子育

て家庭に対して、多様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援を強化すること

を目的としている。 

・実施施設 

保育所、認定こども園、地域型保育事業所、幼稚園等 

・利用対象 

保育所等に通っていない生後６か月から満３歳未満（３歳の誕生日の前々日まで）のこども 

 ・実施方法 

一般型  ：保育所等とは別に定員を設け、在園児と合同又は専用室や独立施設を設けて受け入

れを行う方法 

余裕活用型：利用児童数が利用定員数に満たない場合において、空き定員の枠を活用して受け入

れを行う方法 

・利用可能時間 

こども一人当たり月１０時間（国基準）の枠内において時間単位で柔軟に利用可能 

・就労要件 

保護者の就労要件は問わない 

 

４．(参考)令和７年度と令和８年度の乳児等通園支援事業(こども誰でも通園制度)の比較 

〇令和７年度 

・市町村が任意で行う地域子ども・子育て支援事業として、市町の判断により実施 

（R7実施市町：福井市、勝山市、坂井市） 

〇令和８年度 

・「子ども・子育て支援法」に基づく法律上の給付制度に移行し、全国の自治体で実施が義務化 



「福井県こども・子育て応援計画」に関する取組について

こども白書への掲載(R7.6)

リーフレット版の作成(R7.7)

やさしい版の作成(R7.10)

福井県こども・子育て応援計画策定に向けた
意見聴取の取り組みや、策定プロセスにおける
市町との連携を評価いただき、こども家庭庁
「令和７年版こども白書」に掲載されました。

計画の要旨をまとめた、
「福井県こども・子育て応援計画（リーフレット版）」を
作成しました。

計画の内容について、若い世代への理解を促すため、
県内の大学生と協働し、分かりやすい言葉やイラストで
計画の内容を伝える「やさしい版」を作成しました。

また、「やさしい版」を活用して県内中学校で、
計画の内容を伝え、福井での子育てを一緒に考える
ための出前講座を行いました。

（「こども白書」 左：表紙 右：福井県事例掲載頁）

（「福井県こども・子育て応援計画（リーフレット版）」）

（左：「福井県こども・子育て応援計画（やさしい版）」、右：出前講座の様子）

資料６



「福井県こども・子育て応援計画」に関する取組について

こども・若者政策マインドの作成

◆こども・若者政策マインドとは
こども・若者目線への意見聴取の意義や心がまえ、施策につながった事例を紹介する啓発リーフレット

◆作成の目的
県庁内および県内市町に展開し、こどもの意見聴取とその反映に関する理解を深めながら、県全体で、
こども・若者の視点や考え方に寄り添った政策の立案・実行につなげる

＜表題＞ 「こどもたちが声をあげやすい社会づくりへ、はじめの一歩」

＜内容＞

１ 意見聴取の意義 … こどもの声に耳を傾ける目的とは。その先に目指す社会とは。

２ 意見聴取の心得 … 意見聴取において大事にしたいポイント。こどもや若者の声を政策に活かすヒント

３ こどもたちの声が施策につながった事例 …

（１） 特別支援学校での意見聴取から、様々な環境のこどもたちが読書をしやすくなるキットを導入
（２） 福井県こども・子育て応援計画のやさしい版を仁愛女子短期大学の学生と協働制作

（左：「福井県こども・若者政策マインド」、 中：検討会の様子、 右：活用イメージ）


































